
lSSN 1881-0675 

大阪市大『創造都市研究J第4巻第 1号(通巻5号) 2008年 6月
f 圏査読論文図

39頁"""'58頁

環境NPO支援のための民間助成財団の助成の研究
一関西圏の環境NPOの実態調査にもとづく効果的支援の考察一

片岡良範(大阪市立大学大学院・創造都市研究科・博士(後期)課程)

Research on the SUpp011S by Private Sector Grant-making Foundations to Environ-

mental NPOs: Considerations on the E汀'ectiveSupports Based on the Survey Data on 

Environmental NPOs in Kansai Region 

Yoshinori KATAOKA (Doctoral Course of Creative Cities. Graduate School for Creative Cities， 

Osaka City University) 

{目次]

1.はじめに

11.民間助成財団の社会的意義と助成金の性格

田.環境NPOの存在意義一非営利組織はなぜ存在するのか

IV. 情報経済学の観点からみた助成財団と環境~POの関係

¥! .環境NPOの実態と分析一年間活動予算金額別実態調査

1.近畿2府4県の環境NPOの年間活動予算金額別実態調資

2.近畿2r仔4県の環境NPO数と人口の相|均関係

3.近畿2府4県の環境NPO数と GDPの相関関係

4.環境KPOの「活動の分野jについての分析

5.環境KPOの「活動の仕方Jについての分析

6.主成分分析による近畿2府4県の散布図

¥1.経済学的アプローチによる民間助成!吋同の環境NPO支援政策

1.助成金配分の限界効用に関するルール

2.助成金配分の加意限界効用均等の法則による比較

3.助成支援先の選択基準の課題

¥，] .おわりに

{要約]

環境NPOの活動は持続可能な社会に向けての社会事業の意識改革活動でもある。民間助成財団がより効

果的な環境NPOの支緩を行うことに附する研究をすすめる。中間支援の役割の助成財団はフイランソロピ

ーの個人や企業による寄附を受け、環境KPOが財政的にも自立し、より良い活動を継続するための財政的

支援を行う。本研究では、環境~PO を支援する民間助成財団の社会的意義、その環境I:\ PO の存在意義に

本論文;土、同故のレブ工リーと端集委口会による 11~，誌を'支:けたものである
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ついて、さらに助成財団と環境NPOの関係を論ずる口

そこで民間助成財団がより社会的責任のある効果的な助成を推進するために、環境NPOの状況と実態を

より理解しなければならないD そのため近畿2府4県の環境NPOの実態調査を行った。近畿2府4県の人

口やGDPと環境NPO数の相関関係、環境NPOの「活動の分野jと「活動の仕方」を観察する。調査結

果を踏まえ、経済学的アプローチによる民間助成財団の環境NPO支援の、より良い制度設計のあり方を考

察する。
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民間助成財団、環境NPO、投資、加重限界効用均等の法則、費用便益分析

[Abstract] 

The activities of environmental NPOs involve evcn the consciousness reform activities of social work in quest for 

sustainable society and become more and more important in modern society. This paper studies on how the private sec-

tor grant-making foundations make more effective support to environmental NPOs. The grant-making foundations with 

intermediary support role receive contributions by individuals and ente叩risesof philanthropy. Also the grant -making 

foundations offer financial support for environmental NPOs in order to make better activity and to get more sound 

financial bascs. In this paper 1 study the social mcaning of grant-making foundations， the significance of the existence 

of environmental NPOs and the relationships between grant-making foundations and environmental NPOs. 

To advance the effective aid for social responsibility which is to be further in， therefore the grant-making founda-

tions must understand bctter conditions of environmental NPOs. Thc actual conditions of environmental NPOs in Kinki 

陀gion(six prefecturcs) are investigatcd: thc correlations between the GDP / populations and the number of environ-

mental NPOs and “the field I method of activity" are analyzed. The better system design of grant-making foundations' 

support to environmcntal NPOs is discussed based on the micro-economical model. Furthermore， the measurement 

strategies of the effect of activity categories， investment， effect and cost-benefit analysis (B/C) a陀 examined.

[Keywords] 

Private Sector Grant-Making Foundations， Environmental NPOs， Investment， Law of Equal Weighted Marginal 

Utility， CBA CCost-Benefit Analysis) 

しはじめに

筆者はこれまでに「環境NPOへの助成財団支援による効果を最大化させるための基礎理論llJの研究を

行ってきた D 環境問題は非常に多岐にわたる。その環境問題の改善・解決推進のために多くの環境NPOに

よる活動がされているが、更に一層活発化することが望まれるロ昨今、環境問題に地道に取組む環境NPO

が増えつつあるo環境と文化の調和が必須の時代においては、企業、行政、市民、 NPOの全員参加型の共

生社会が求められている。市民が担う新しい社会と企業、行政とのパートナーシップ、環境問題に取組むN

POの発展のための財政的支援が特に求められている。そのためには環境NPOの活動資金は必須である。

さらには民間助成財団と環境NPOの連携により、環境NPOの環境問題への取組み行動を推進させるだろ

つ。

最初に民間助成財団の社会的意義とその助成金の性格について述べ、その環境NPOの存在意義について、

非営利組織はなぜ存在するのかを論じ、助成財団と環境NPOの関係について情報経済の観点から考える。

次に、助成財団による環境NPO支援の効果を最大化するために、より環境NPOの実態を知ることが重要

である。
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そこで近畿2府4県の環境NPOの実態調査を行った。なお調査は環境問題に取り組む特定非営利法人と

し任意団体は対象外とした。その調査結果を踏まえ、活動内容から経済学の理論的アプローチによる民間助

成財団の環境NPOへの効率的支援のあり方を論ずる口

ll.民間助成財団の社会的意義と助成金の性格

2007年度現在、我国には2.419団体の2)助成財団があり、それぞれ多種多様な助成活動を行っている。民

間助成のポイントは、多種多様な財政支援にあり、その内容がバラエティに富むことにある。助成財団は、

事業や活動、研究などに助成資金を提供することを主な業務とする機関である。助成財団は自ら直接的に課

題解決に取り組むのではなく、必要な資金を提供することで、間接的に課題解決に取り組む。一般的には、

民法34条に基づく財団法人であることが多いD 狭義では、公益活動や非営利活動へ資金提供を行う。折しも、

公益法人制度改革が2008年12月施行となり、その目的が「民による公益の増進」とされ、公益目的事業を費

用で計って50%以上行う公益社団・財団法人、非営利部門に属する一般社団・財団法人も「民による公益」

の重要な担い手3I としている。

助成財団は社会にとって有益である活動を支援するための助成を行う。助成財団は財団に資金を供与する

篤志家の個人や企業と、環境NPOとの間に存在する中間支援 (intermediary)の組織4)である。助成財団

が資金を流すだけの役割しか果たさないのであれば、社会的意義は薄れてしまう。より優れた活動を行って

いる環境NPOの活動に助成することで、効率的な社会発展に結びつける必要がある。そのための専門的な

知識や方法、管理能力を成熟させることが助成財団には求められている。

助成財団は、「市場の失敗51Jや「政府の失敗6)Jを側面から解決することで、人々がより公平でより良

い社会の実現を果たす社会的義務がある。民間の助成財団は、政府系の助成財団 7)に比べると自由度が高

く、独自の戦略を独自の領域で展開することができることから、費用対効果の効率性を上げる実現可能性は

高いと考えられる D

公的機関の助成財団は、信頼性や権威面や豊富な資金力と人材力からも民間助成財団より優位かもしれな

い。しかし、公的な助成財団は、組織が硬直化し組織前例主義や保守主義に陥り易く、公的資金で事業を行

うことから、公平さが求められ継続性の制約や活動が画一的になり易く、自治体首長の交代に伴い切断され

ることもあるだろう。

尤も民間助成財団についても資金収集での困難な事情が現れる可能性がある。民間助成財団は公的財団に

比べると、公平性の考慮の重要性は低いが、景気や業績と無縁ではない。民間助成財団支援母体のトップの

交代や株主などステークホルダーからの要請により、社会貢献だけでなく長期的なメリットについて問われ

る要素がある。民間助成財団はミッションにより設立されているので目的が鮮明であり、独自の観点から

様々な支援活動を実施していることは、多様な人々が主体的に担う社会の創造を目指したものといえる。民

間固有のリソースを活用した支援が行えることや、自前の基金により継続性が保証されていることで、長期

的なビジョンによる支援活動が可能となる。

民間助成財団はステークホルダーが行政や企業と比べて少ないことから、政策面で自由度が高く、実験的

な試みも実行することが可能である。独立した組織であることによって、専門性を持ったスタッフも自由に

採用し、育成することができる。行政や企業がその制約から支援し難いものを対象に、結果がすぐには見え

ないものやリスクを伴うものへの支援が可能であり、かっ継続的に支援ができる。新たな試みに先駆的に取

組み、オルタナテイブの選択として社会に提示していくことも可能である D

民間助成財団の環境NPOを支援する「助成金Jには、次のような性格と特徴がある。第1に、助成財団
にはミッションがあり、そのミッションに基づく社会投資である。第2に、助成財団も経営は厳しく、より

高い投資効果、つまり、成果を求める傾向が強まっている。第3に、単発的な資金は、多くは単年度の資金

が多い。長期の場合も殆ど3年程度までとしている。第4に、委託事業ではなく、全額助成でなく活動資金
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の一部は環境NPOの自己負担が求められる事が多いc 第5に、公募などの競争的資金は、公設法人制度改

革によりさらに競争が激化することが予測される。第6に、選考は抽選ではなく、審査によりなされる。第

7に、予算書に沿った支出が原則であり、使途の変更には制約が多い口第8に、職員給与等の人件費や事務

所賃貸費・光熱費等の運営費など管理運営費は、殆ど対象外である。第 9に、環境NPOは審査決定してか

らが大切で、どのような成果を出すか、その活動成果の発信と公開が求められるc最後に、環境NPOには

各種報告や手続き方法など様々な留意事項が探せられ遵守することが求められ、違反は助成金取り消しにな

ることもある。このように、民間助成財聞の助成金は、以上のような性格と特徴を持ち、その助成財団自身

の目的達成のための投資財なのである。

助成財団は理念であるミッションに基づいて、助成プログラムを構成し助成を行っている。助成財団の成

果は、支援した環境NPOがどのような効果を上げたかで決まるのであろう。たとえば、ある環境NPOに

助成したことで、その状況を見て新しい環境NPOが生まれる効果があり、このような 2次的な間接的効果

や、短期的成果と長期的成果があり、助成財団の成果の測定は複雑で難しい。助成財団活動がそのミッショ

ンにかなっているかどうか、どの様なやり方が良いかは、各財団が試行錯誤の工夫をしていることだろう。

助成支援による効果がどうであったかをみていくことが財団にとって重要な仕事でもある。

次の第田市で述べるNPOの出現により、 NPOの運営・育成諜題の面から、助成財団の意義はNPOを

支援するために、非常に重要な役割を担っており、助成活動を意味あるものにすることが重要である品、繰

り返しになるが、民間助成財団には存在目的を達成するため、様々な地域課題や社会的課題の解決に向けて

新しい社会的価値を創造するためなどの目的があるごその支援先となる環境::.JPOは、パートナーであり、

目的達成の実現手段でもある。環境問題へ直接取組むパートナーを如何に選べば良いか、助成支援先の環境

NPOは、日的達成のための投資先だからこそ、慎重に選ぶこととなるのである。そこで、次に民間助成財

団の支援対象である環境NPO も含む、~j::営利組織の存在理[1:1 について考えてみよう口

m.環境NPOの存在意義一非営利組織はなぜ存在するのか

非営利組織は政府・行政でなく営利企業:でもない第三のセクターである?・。ユrP 0の行動原理は、限界収

入と限界費用が一致する点で生産量を決めるのではないから供給主体として利潤率は低い。たとえ利益が低

くともサービスを供給する意味があれば、行動するのが非営利組織である。企業が利益の追求を目的にする

のに対し、自らの理念 (Mission)の追求を第一義とする。企業では利援が上がらなければ、事業から撤退

しようとすることが当然の行動原理となるが、非営利組織は非分配原則であり、篤志家の市民や企業の寄附

と税制等の優遇を受け、サービスを提供することができる D

::¥fPOの存在意義について、 1970年以降、アメリカを中心に理論と実証両面で研究がなされ、経済学の視

点でよく述べられている理由は、「市場の失敗j、「政府の失敗jと、「契約の失敗IOJに対する補完性であ

る。

「市場の失敗Iとは、市場での民間に対する供給が不可能か、または不十分にできない場合をし寸。例と

して、外部効果が働く場合や公共財の場合がある。外部効果とは、ある経済主体の活動が他の経済主体の選

好や生産関数に、市場を経由しない形で影響を及ぼすことであり、影響が好ましくない方向に作用する場合

に、外部不経済 (extemaldiseconomies)が発生する。たとえば、環境問題は外部不経済の典型的な例であり、

騒音や大気汚染などの公害現象があげられる。

公共財は社会的に必要な財なので、「市場の失敗jが起こると政府が企業に代わってその財を供給、ある

いは非営利組織がサービスを供給する必要がある c

公共財には私的財とは大きく異なる 2つの性格がある c その一つは「非排除性jであり、それは公共財に

対して対価を支払わない人を、その財・サービスの消費から排除することができない。いま一つは「非競合

性jであり、ある人の利用が他者の利用を妨げないということである。公共財の提供者としての政府に限界
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があるためである。

「政府の失敗Jとは、政府による供給の不適格と非効率が発生することである。その発生理由の第一は、

情報コストの問題である。政府はサービスの需要者である市民から必要な情報を得て、それに対応すること

が難しいこと。第二は、政府を構成する政治家や官僚により政府の公共支出が過大になり、戦略的行動の存

在による最適決定に至るまでの取引費用が増大となること D 第三は、多数決ルールに内在する決定が中位投

票者の選択となり、過大や過小だ‘ったりすることである。このほか、政府での公共財と準公共財の取扱いに

対する、需要の多様化の問題もあげられる。準公共財は非排除性・非競合性の性格を完全に持たず私的財の

性格も併せ持つ。政府から提供される公共財に満足できないニーズに、非営利組織により機動性と機敏性の

面から支援し供給するNPOに存在理由があるιいう考え方である。
「契約の失敗jは、情報の非対称性1Iiが原因であるc 売手に比べ買手がサービスや商品についての情報

をもっていないことが「市場の失敗jの要因となり、そのことでNPOが参加するという考え方である。何

故、営利企業に比してNPOが支持されるかは、情報の非対称性があることでNPOを信頼して選択するこ

とが云われている低。たとえば、サービスの品質に関して消費者が十分な a情報を持ち得ない場合、私的利潤

の極大化を目的とする営利法人には不正を行うインセンティブが働く。これに対し、非分配原則の規律とさ

れる民間非営利法人は、このようなインセンテイブが小さく、より消費者の信頼を得ることがある。このよう

なことが、経済学的な観点での非営利組織はなぜ存在する理由とされている。ただ、情報の非対称性の問題

については、 NPOでも完全に免れることはできない。

「プリンシパル・エージェント問題Jでは、市民や企業の寄附による篤志家から委託されたプリンシパル

の助成財団から、支援先のエージェントであるKPOに対し、モニターに限界がある c 支援先のNPOは、

モラルハザードやNPOから助成財団へのアカウンタビリテイの問題を引き起こすこともある。この問題は、

エージェントの::-JPOがプリンシパルの助成財団の利益で・はなく、自己の利益で行動してしまうモラルハザ

ードや、プリンシパルの助成財団にたいして虚偽の報告を行うなどの逆選択が起こる場合もある。つぎの第

W章で、情報経済学の観点からエージェント関係について述べていく。

さらに、組織的な見地からみて、 NPOの存在理由は如何なるものであろうか。一般的な組織がもっ問題

解決の限界という意味では、力関係に影響された意思決定や、行政組織自体の利益の自己目的化や、既存の

法体系の中での問題処理などがあげられるD このような視点から、市民活動に期待が求められ、政府や企業

が働きかけることにより、 NPOの設立へ結び、つくこともある。たとえば、環境問題でNPOが果たすアド

ボカシー活動13:には触媒のような役割があり、環境NPOの大きな役割の一つでもあるo

次に、 NPOがどのような機能と役割を果たしているのか、プラス而とマイナス面について米ジョンズ・

ホプキンス大学調査チームCNPによる「影響力分析五つの機能と五つの欠点J.I'Jを参考にして簡潔に述べ

てみたいD

NPOのプラス面の機能と役割では、次の五つがあげられる。第 1に、 NPOの公共サービスを提供する

サービス機能である o N P 0が、市場では採算ベースに乗らないなど、企業が供給したがらない財、行政も

税金の制約から提供し難いようなサービスを提供している。 NPOには、質の高いサービスの供給や、より

多くの人々への対応が可能で‘あり、より低いコストでサービスが提供できることが期待されている c第2に、

イノベーション機能の点では、 NPOはリスクを含む取組課題に対して、政府や企業よりも柔軟な対応でき

ることが期待されている。第3に、 NPOのアドボカシーや社会変革機能である。 NPOが市場原理や行政

組織に組込まれていないことで、自由に政策提言や社会変化を推進することが可能である。第4に、表現と

リーダーシップの発展機能では、社会の多元性、多様性を促す役割を果たし、 NPO活動を通じて新しいリ

ーダーを創出するなど人材育成にも寄与することがある。第5に、;.JPOのコミュニティ建設と民主化機能

である。人々の聞の信頼を強固にし、助け合う意識を通じたある種の「コミュニティ jを作り出し、民主的

な合意形成により民主化を促進する口;.JPOには、以上のような五つのプラス面の機能と役割がある。

これにたいして、 NPOのマイナス面の五つは、次の通りである c第1に、 NPOはその持つ特異性から、
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NPOが所属している人や受益者を良くするが、それ以外の人には好ましくないこともありうる点である。

第2に、 NPOの拘束性では、 NPOはそのサービスに頼る人々の依存性を強める可能性がある点である。

第3に、 NPOの持つ、アマチュア主義または、過度の専門性の追及も考えられる。 NPOは、ボランテイ

アや個人的な寄附支援に頼り独立性に官むが、同時に試行錯誤を繰返し運営が素人的になる可能性がある。

逆に専門家が多い場合には、会員や顧客で専門知識を持っていない人を蔑視する傾向があるかもしれない口

第4に、 NPOの資源の非充足性では、資金源が不安定で常時資金不足に悩み、組織運営やプログラム開発

に関し、 'l;~. に問題を抱えていることが予想される。最後の第 5 として、 NPOのアカウンタピリテイの欠如

では、 NPOは会計報告を十分に行っておらず、仕組みとしてアカウンタピリティを確保するようなものが

少ない。この五つのマイナス函の機能と役割について、環境NPOは認識を深め、注意を払わなければなら

な¥'-'0

環境NPO活動は、時ftとともに発生する課題に対し、独自の発想で、前例や採算に捉われずに、試行的

また先駆的に対応することが可能である。行政や企業の持つ制約を受けることが少なく、多様な活動を柔軟

かっ機動的に展開することが可能である。また、多様なニーズに対し、行政や企業の行動原理とは異なる多

元的な価値観により課題に取り組みサービスを提供することが可能である。環境NPOは、一般的に先駆的

存在であり、多元的な対応がより一層可能である特徴がある。個人と環境NPO、行政と環境NPOとの関

係が強まっており、企業と環境NPOとの関係も、企業の社会貢献の一方向から、経済的な連携と協働が進

む双方向の関係へ進んでいる口環境問題に取組む多くのNPOの活動参加により、個人、企業、行政と環境

NPOの関係は強まり、事Iしい関係i主の1持築が進んでいる。たとえば、“Thinkglobally， Act locallyl5t" とい

う発想で、さまざまな環境問題に取り組む市民による環境NPOの「活動の多様性」と[活動の多文化性J

の重要性が益々高まりつつある。

N.情報経済学の観点からみた助成財団と環境NPOの関係

第IIi';iで助成財団の社会的立義、第四章で環境NPOの存在理由を簡単に述べてきた。そこで次に、情報

経済学の観点から、助成財団と環境NPOの関係について考えてみよう。

助成財聞の活動は、様々な社会的効果をあげる可能性をもっ口助成財団の持つ社会的重要性は大きく、助

成活動に関する研究は高まるだろう。助成財団は、金業・市民と環境NPOの問を仲介する、中間支援組織

としての機能を果たす。助成財団と環境NPOの間に形成されたエージェンシ一関係 (AgcncyRclationship16 ) 

は、 2つの主体、委託人の助成財団 (Principal)と代理人の環境NP 0 (Agcnt)により構成され、この2つ

の主体がii!i!1ijJを行う 2

ここで図 1を用いて、環境NPOに関するエージェント関係を論じてみよう D 委託人としての助成財団P

は、代理人としての環境NPO、に、インセンテイブとチャージを認すD 環境NP 0.，，1ま活動を行い、価値

をI首脳させることとなる。これが、環境NP 0-，¥のもたらす外部効果であり多面的効果である。そのときに、

助成財団Pにとって、助成財団の経済的効用を最大限にするために、多くの中から環境NPOもを選ぶ理由、

インセンテイブの基準、チャージの仕方、スクリーニングの仕方などをどの様に行うのかが課題となる。 助

成財団P自身が、監視コスト、インセンテイプコスト、チャージコストなど、 1からnまでの活動を行う。助

成財団Pが環境KPOへの支援活動をどの憾に行えば、最も効果的なのか、環境NP 0 Aから助成財団Pへ

のアカウンタピリティが課題17'である D

図1が示すように、環境NP 0 Aがl_!i!Jj'l問題改善のための各種の活動を行うことで、外部問題の解消効果

が生まれ、多面的効果1M を生み出している。

[プリンシパル・エージェント関係jには効率を損なう非機能的な側面で、「エージェンシー問題

(Agency Problems) Jがあるつプリンシパルはエージェントの活動を完全に把握できないため、常に情報の

非対称性が存在する。エージェントは情報の優位性を生かし、プリンシパルが蛇視できないところで怠業や、
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篤志家個人・企諜(Prinoipal)。代理人:助成財団(Agerit)..

助成財閥{phChaog単純3葬場経制時~1

図1 助成財団の中間支援の役割

或いは自己の利益追求に走るという倫理の欠如、つまりモラルハザードの誘惑にかられる。ボランタリー特

性の強い環境NPOであるが、エージ、エンシー問題は回避できない。プリンシパルの助成財団と支援先の環

境NPOであるエージェントの関係をどのようにすれば、助成財団は、エージェントの環境NPOの活動を

モニタリングできるのかが、助成財団への篤志家の市民や企業から問われてくる。エージ、エントの環境NP

Oの活動報告のアカウンタピリティを正確にしてもらうことが課題となるD

また、プリンシパルとエージェントには、次の3つのコストが存在する o 1つ目は、エージェントの環境

NPOのシグナリング・コストである。エージェント自身がプリンシパルの助成財団との聞の情報の非対称

性を減らすために行う努力が必要である。プリンシパルの助成財団はエージェントの環境NPOの事務処理

能力、活動範囲などの過去の実績や評判などについて分からないため、情報の非対称性が生じる。情報の非

対称性を小さくするために、エージェントの環境NPOがプリンシパルの助成財団に提示する際に生じるコ

ストが存在するo 2つ目は、プリンシパルの助成財団のコントロール・コストであり、プリンシパルがエー

ジェントの環境NPOに対しでもつ情報上の劣勢を小さくするために行う努力である。プリンシパルの助成

財団が助成支援に対する情報の劣勢を小さくするために、エージェントの環境NPOの過去の実績、評判な

どの情報を手に入れる際に生じるコストである。 3つ目は、活動支援の性質に対する情報である。 活動の専

門性や実施による効果の優劣など、エージ、エントの環境NPOの活動遂行の性質に対する情報が、プリンシ

パルの助成財団に不足しているということに、エージ.エントの環境NPOが付け込むというような行動によ

って生じる損失である。このようなコストの存在を越え、プリンシパルの助成財団とエージェントの環境N

POの聞の信頼関係を維持させ構築することが重要であろう。

民間助成財団は、社会貢献活動 (PhilanthropyI91) やボランテイア活動のために助成財団に対して資金を寄

附提供する、篤志家の個人や企業のプリンシパルに対するエージェントであり、その資金を環境NPOに提

供支援するプリンシパルであるインターミデイアリの役割を担う。プリンシパルである篤志家の個人や企業

からの評価を受ける為にも、助成財団はエージェントのアカウンタピリティとして事業成果の報告を行う。

その助成事業成果報告により、個人や企業からさらなる寄附へと、繋がることにもなる。

企業のフイランソロビーの実現として、助成財団と大手企業が一体であることが多く見られる。このよう

な大手企業系や政府系の助成財団に対し、コミュニテイ財団201や中小民間助成財団は、篤志家の個人や企

業からの寄附により事業がなされている。助成財団は環境NPOに対し、制度設計やインセンテイプ設計の

しくみをどのように行うかが課題となる。

ここまで、第H章および第E章で助成財団の役割、環境NPOの存在意義、そして助成財団と環境NPO

の関係性を情報経済学からのアプローチにより述べてきた。

一般のNPOの活動の対象が人間である。それに対し、環境NPOの活動対象も人間を含むが、地球環境

や自然資本、すなわち、空気や水、海・山・川・湖・森林や自然界の動植物、昆虫・微生物までの全ての生
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物と、公害問題やエネルギー問題、身近なゴミ問題と、人間の衣食住に関わり、そのすべてが環境NPOの

活動対象となる。そこで次に、筆者らは、さまざまな環境問題に取り組む、近畿2府4県の環境NPOの実

態を、第V章でみていく c

v.環境NPOの実態と分析一年間活動予算金額別実態調査

民間助成財団が、より「社会的責任J(Social Responsibility)のある効果的な助成を推進するためには、環

境::.JPOの状況と実態をより良く理解をしなければならない。独立行政法人環境再生保全機構21'の情報を

もとに、近畿2府4県の環境KPOを取り上げ、その現状と課題ついて解析する。環境NPOの規模や設立

年度別の分析や、環境NPO数の人口比やGDP比との相関関係、更に、「活動の分野jと「活動の仕方j

において地域特性などをみることにより、どの分野に焦点を当てているのかなど実態を知ることを目的とす

るョまた近畿 2府4県の環境KPOだけでなく、「全国の都道府県別調査22'Jも逐次行ったが、ここでは近

畿2府4県に留めて述べよう D

1 .近畿2府4県の環境NPOの年間活動予算金額別実態調査

近畿2府4県の環境NPOの設立認証年代別、年間予算規模別の活動の仕方、活動内容の個別状況の調査

を行った。それは滋賀県19団体、京都府46団体、大阪府100団体、兵躍県49団体、奈良県26団体、和歌山県

15団体の総数255団体である D

本論文では、環境KPOの規模を年1111予算規模により、 100万円までのものを弱小規模同体、 100万円から

1，000万円までのものを小規模同体、 1，000万円から l位、|刊のものを中規模団体、 1億円以上のものを大規模

団体として定義したD

表 1で示す近畿2府4県の環境NPOの規模は、 100万円から1.000万円までの小規模が124団体49%、100

万円までの弱小規模は84団体33%、1.000万円から 1億円の中規模は45団体18%であり、 1億円以上の大規模

団体は大阪府の僅か2団体のみで0.89{，であった。小規模と弱小規模を合せると82%となったc 弱小規模は、

全体の3分の lを占めており、滋賀県・奈良県・和歌山県での環境NPOの弱小規模と小規模団体を合せて、

それぞれ19団体中16団体84%、26団体中100%、15団体中14団体93%を占めている c この弱小規模と小規模

の比率は、兵庫県の49団体中35団体71%が最も低く、京都府は46団体中37団体80%、大阪府は100団体中80

団体80%であり、平均では255団体I:IJ208団体の82%弱という比率で弱小規模と小規模団体が占めている。こ

こに近畿2府4県の環境NPOの年間予算規模の厳しい実態が見えてくる。

表 1 近畿2府4県規模別環境NPO設立状況表

弱小
小規綴 中規模 大規模

規様 大規模 2件 (0.仇)

~百万
百万~ 1平万~

1{恵~ 合計
1千万 H窓

滋賀県 8 8 3 。 19 

京書官府 15 22 9 。 46 

大阪府 31 49 18 2 100 

兵庫県 15 20 14 。 49 

奈良県 8 18 。 。 26 

和歌山県 7 7 。 15 

合計 84 124 45 2 255 

次に、近議2府4県の環境KPOの設立5年以上と設立5年未満のものの比較をしてみよう。データは特

定非営利法人として認可された年度を基準としたD もっとも、設立年度についてのデータからは、環境問題

に取組む市民任意団体としてはやばやと設立し、こつこつと活動を積み重ねた上で、特定非営利法人の認可を
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受けた多くの団体がみられる。

ここで、表2に示すように、設立5年未満の環境NPOと設立5年以上経過の環境NPOとに分けて分析

してみよう。まず、 2003年から2006年の設立5年未満の環境NPOでは、小規模が144団体中73団体51%、

弱小規模144団体中60団体42%、中規模11団体8%弱と少なく、大規模は 0団体であり、弱小規模と小規模

を合せると、何と、 144団体中133団体92%強を占めている。それに対して、 1998年から2002年の設立5年以

上経過している環境::.JPOは、 111団体44%あり、その年間予算規模は小規模が51団体46%、中規模34団体

31%、弱小規模24団体22%、大規模2団体2%であったD 小規模と中規模と合せて77%とあるのは、年間予

算規模が比較的に安定しているのではないかと思われる。しかしながら、弱小規模も22%を占めている状況

でもある。

結論付けると、設立5年以上の中規模34団体と大規模2団体を合わせ、環境NPOの中で大中規模の比率

が32%であり、それに対し、設立5年未満は大規模0団体と中規模11団体であり、大中規模比率が僅か8%

弱であることは、設立経過年度による安定運営効果の現われで、あろう。これによりまずは長い運営をするこ

とがNPOの存在・発展に欠かせないことが分かるロ弱小・小規模の環境NPOではあまりにも予算規模が

小さく、資金開拓寄付収集 (fundraising)活動に追われ、経年活動での運営が常に難しく、中・大規模の環境

NPOに成長したものが生き残る可能性が高いだろう。環境NPOの経済規模の拡大と安定が一層望まれる。

表 2 近畿2府 4県設立5年以上vs設立5年未満

織弱筏小 小銭筏 中規模 大線機
股立5i手 弱11、

小規模 中規緩 大規線
tIt立5年

以よ 規模 未満

~百万
百万~ 1千万~ 1偏向 合針 ~百万

百万~ 1千万~
11.愈~ 合計

1千万 1億 1千万 1億

滋賀県 2 z 。 5 6 6 2 。 14 

京都府 4 9 7 。 20 11 13 2 。 26 

大阪府 8 21 15 2 46 23 28 3 。 54 

兵庫県 4 10 10 。 24 11 10 4 。 25 

奈良県 2 8 。 。 10 6 10 。 。 16 

和歌山県 4 。 6 3 6 。 。 9 

合計 24 51 34 2 111 60 73 11 。 144 

2.近畿2府4県の環境NPO数と人口の相関関係

次に、近畿2府4県の環境NPOについて、環境NPO数と人口の相関関係を見てみよう c 人口は総務省

発表の県別2005年度の一般人口統計231から用いた。

図2から、大阪府、京都府、滋賀県が他県と比べ環境NPO数で活発なことが分かる。ここでは、人口を
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図2 近畿2府4県の環境NPO数と人口の相関関係
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説明変数xとし、環境NPO数を目的変数yとして、その関係について考えてみた。両変数聞の関連度合いを

相関係数で評価する。相関分析の結果によると、修正済重相関係数 rは0.948で、 1%有意であり、人口と環

境NPO数に強い相関関係があることが分かる。府県別の環境NPOの1団体あたり人口比では、平均8万

2，000人弱、奈良県5万4，700人、京都府5万7，600人となり、この 1府 1県の環境NPOの活動が活発であっ

たc それに対して、兵庫県は11万4.000人、大阪府は 8万8.200人と人口あたりの環境NPOの数が少ない。

環境NPO数当たりの人口数の奈良県と兵庫県を比較すると 2倍近い差がある。規模別と合わせ環境NPO

数当たりの人口比の示すところは、市民の環境問題に対する意識度を示すーっの要因であると恩われる。

3.近畿2府4県の環境NPO数とGDPの相関関係

続いて、近畿2府4県の環境NPO数と GDPの相関関係をみる。 GDPは総務省発表の都道府県別2003

年度24;から用いた。

図3からは、京都府、奈良県が他府県と比べGDPあたりの環境NPO数が活発であることが分かる。環

境NPOのl団体あたり GDP比は3.095億円である。 GDPに対する環境NPO数の最も多いのが奈良県

で、その 1団体あたりのGDP比は1.433億円、京都府が2.099億円、和歌山県は2.237億円であった。 GDP

に対する環境NPO数の最も少ないのが大阪府であり、 1団体あたりのGDP比は3.832億円であった。それ

に続いて低いのが兵庫県の3.707億円となっていた。奈良県と大阪府を比較すると GDP比で2.7倍近い聞き

がある。前節で述べた環境NPO数と人口の相関関係の状況に近い傾向が見られる。府県別の環境NPOの

設立状況の活発さは、奈良県、京都府、和歌山県、滋賀県の順となっているD この 4府県と比して、兵庫県

と大阪府は環境NPOの設立状況が悪い。環境NPO数と GDPの相関関係からも、年間予算規模が弱小規

模から小規模への環境NPOの成長が望まれる。
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図3 近畿2府 4県の環境NPO数とGDPの相関関係

ここではGDPを説明変数xとし、環境NPO数を目的変数yとしての関係について考えてみた。その結果、

修正済重相関係数rは、 0.9679で 1%有意;で‘あり、 GDPとの相関関係も高いことが分かる D 前節の環境N

POの人口比と環境NPOのGDP比について多少の遠いはあるものの、近畿2府4県で、は似通った傾向の

状況であった。

ここまでで前節と合わせ、環境NPO数の相関関係を重回帰分析し、二つの説明変数である人口と GDP

でみてきた。その結果、環境NPO数の相関関係251を人口と GDPの比較を単相関でみると、 GDP比と

の関係は0.9744で、人口比との関係は0.9589であった。更に、標準偏回帰係数についてみてみると、 GDP

との関係は1.0560、人口との関係はー0.0827であることから、 GDPが人口より環境NPO数への相関関係が

高いことが分かった。

ここまでのことを総括すると、調査範囲が近畿2府4県であるが、環境NPO数はGDPの高さが大きく



片岡良範「環境NPO支援のための民間助成財団の助成の研究」 49 

影響を及ぼしていると結論つけることができるだろう。やはり経済的に豊かで安定している府県であること

が、その活動の多くはボランティアに依存していることもあり、環境NPOの拡がりに大きな影響を与えて

いると考えられる。更に、近畿2府4県の環境NPOの実態をより深く知るために、どのような「活動の分野J

に焦点をあてているのか、またどのような「活動の仕方jに焦点をあてているかの調査を行った。

4.環境NPOの「活動の分野Jについての分析
ここでは、環境NPOはどのような分野に焦点をあて活動をしているかを分析する。活動の分野は次の4

グループの構成として捉えた。①“自然環境保全・緑化"(森林の保全・緑化/自然保護/水・土壌の保全)、

②“まちづくり・グリーンコンシューマ(以下GC)"(リサイクル・廃棄物/美化清掃/消費・生活/まち

づくり/環境教育)、③“地球温暖化対策"(地球温暖化防止/砂漠化防止)、④“公害対策"(大気環境保

全/有害化学物質/騒音・振動・悪臭対策)の4グループと⑤環境全般他であるロこのグループ分けは、後

述の第VI章3節のカテゴリー化戦略からのアプローチを参考としてきめている。

次の、図4および図5で、近畿2府4県の環境NPOの活動の分野別件数を示す。
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図4 4グループ内訳別件数表 図5 グループごと比率

図4では、環境NPOの活動の分野の4グループ各内訳の件数で現わした。「まちづくりJ111件、「環境

教育J106件、「森林の保全・緑化の活動J69件、「自然保護J58件、「水・土壌の保全J56件、「リサイク

ル・廃棄物J52件、「温暖化防止J49件、「美化清掃J37件の活動の順である。「有害化学物質J14件、「砂漠

化防止J12件、「大気環境保全J12件、「騒音・振動・悪臭対策J3件が最も少ない状況であった。

図5では、環境NPOの活動取組件数は、②の“まちづくり・ GC"326件が最も多く、続いて①の“自然

環境保全..183件である。③“地球温暖化対策"61件、④“公害対策..29件となっている。府県別の個別活

動分野でも若干の誤差はあるが、比率と順位構成比は殆ど変わらない。活動の分野の相対比率では“まちづ

くり・ GC"49%、“自然環境保全"27.5%で、この 2つの活動のグループで全体の77%近くを占めている D

これらの活動が大きな比率を占めているのは、環境NPOとして馴染み易い活動だからであろうと思われる D

それに比して“地球温暖化対策..9.6%弱、“公害対策"4.6%弱であり活動の比率は低い。図4からも明らか

なように「まちづくりJi環境教育jが圧倒的に多い。 2府4県の詳細で多少の違いが有るものの「まちづ

くりJi環境教育Jが1位2位であり、続いて「森林の保全・緑化Jの活動順位である口これらの結果は環
境NPOにとって身近で活動の取組み易さの現われと思われる。③の“地球温暖化対策"の活動数は中間の

位置にあり、京都府と大阪府がやや活発である。④の“公害対策"は大阪府が殆どを占めており、他は、ご

く少数の例として、兵庫県の「有害化学物質Jの活動、京都府の I大気環境保全jの活動があり、他の県で
は非常に少ない。日本の環境問題の原点でもある公害対策が少ないことは、環境NPOとして活動が難しい

ためなのか、或いは公害反対運動などの環境NPOの市民の役割が一段落したのかもしれない。「水・土壌

の保全j活動や「リサイクル・廃棄物」の活動が公害対策要素でもあるのかとも思われるが、それらの部分

の活動も大阪府が殆どであり続いて兵庫県、京都府が活動していることから、都市型の問題解決活動の現わ
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れではないだろうか。

5.環境NPOの「活動の仕方」についての分析

更に、環境NPOはどのような活動の仕方をしているか、どの部分に焦点を当てて活動を行っているのか

を簡単に見てみよう c ここでは、①“実践活動"、②“他団体の活動支援"、③“政策提言・普及活動"、④

“調査研究・ネットワーク型!"の4つに分類をおこなった D

図6から「実践活動jが208件82%と圧倒的に高いことが分かる。環境NPOの一つの特性でもあると思

われる「普及啓発jが162件64%、「調査研究jが104件41%となっている。「他団体活動支援J54件21%は、

「実践活動jと対比して、環境問題に取組む組織問の協調高まりに関する特性要因と思われる。また重要な

要素でもある「政策提言jは、 43件17%であり、年間予算規模に関わらず、特に京都府・大阪府・兵庫県が

活発であることは、都市向きの環境活動という性格を表しているのかもしれない。

ネットワーク型

間査研究

普及啓発

政策提宮

他団体の活動支揖

実践活動

否両副 104

208 

図6 近畿2府4県環境NPOの活動の仕方別件数表

このように環境NPOの h百動の分野|と「活動の仕方jを概観してきた。重要性の尺度と緊急性が高い

活動も優先するのは言うまでもないが、緊急性が高く重要性が低いと思われる活動や重要性が高く緊急性が

低い活動の分野にも大いに注目白i' しなければならないc

6.主成分分析による近畿2府4県の散布図

次に第V章4節の環境NPOの「活動の分野jについて主成分分析を行った結果を示すc

環境NPOの「活動の分野jの視点の、①“自然環境保全・緑化"、②“まちづくり・ GC"、③“地球温

暖化対策"、③“公害対策"の 4グループに、⑤“環境全般他"を加えた 5グループからの分析である。図

7の示す、横軸ベクトルの第 l主成分の諸要因の値は、“教育・まちづくり (0.78)"、“緑化・森林の保全

(0.53) "、“環境全般他 (0.22)..、“地球混暖化防止 (0.19)，.、“公害対策 (0.17)"であり、縦割lベクトルの第

2主成分の諸要因の値は、“環境全般他 (0.58)'¥“公害対策 (0.53)..、“地球温暖化防止 (0.29)"、“緑化・森

林の保全 (0.22).，、“教育・まちづくり (-0.50).，である。

この図 7で見えてくることは、兵庫県は、第 1主成分での、“まちづくり・教育“に特徴が現れ、京都
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図7 主成分分析による近畿2府4県の散布図
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府・滋賀県は、第2主成分に特性が現れているのではないだろうかということである。京都府・滋賀県は、

“環境全般他"と“地球温暖化防止"、奈良県・和歌山県は、“緑化・森林の保全"が中核を示しているよう

である。主成分分析による近畿2府4県の散布図から分かるように、滋賀県と京都府・のグループ、奈良県と

和歌山県のグループ、大阪府、兵庫県とのグループに分かれるといえよう。「活動の分野jからグループと

見倣される滋賀県と京都府の共通点は多く見られる。“自然環境保全・緑化"の「森林の保全・緑化jや

「自然保護J、「水・土壌の保全jは、琵琶湖や河川を中心とした活動であり、地球温暖化対策については、

京都議定書の発行地による地域性の現われであると思われる。奈良県と和歌山県のグループは、田舎の里山

や森林と海などの地域性の共通項が多く、環境NPOの地域の特性が裏づけられた結果となった。大阪府は

大都市型の環境NPOの活動特性の為か、それぞれ単独特性として現われたといえよう。兵庫県については、

阪神大震災の影響が大きく現れて、“まちづくり・ GC"の比率が高く、単独特性の現われた結果ではないか

と考えられる。

環境NPOは、地域と密着した活動が多く、活動分野や内容・活動の仕方は注目する点である。環境NP

Oの概観をより理解するために、地域の情報の収集と整理はかかせない。その地域の歴史や特徴、環境に関

する要件、年齢構成や豊かさのメジャーである GDPと合わせて、環境NPOの支援のあり方を考えてみる

必要があろう。

'1[，経済学的アプローチによる民間助成財団の環境NPO支援政策

民間助成財団が、助成資金の投資を如何にすれば最も効果的な環境NPOの支援となるか。つまり、環境

I¥POへの助成資金の配分政策の問題である。ここでは、助成投資により生み出される社会的便益が最も大

きな効果を生み出すための便益評価について、経済学的アプローチによる考察を行う。

1 .助成金配分の限界効用に関するルール

一般的にNPOは利潤動機を持たないことが大半である c N P 0の行動原理は、限界収入 (Marginal

Revenue) と限界費用 (MarginalCost)が一致する点で生産するという意味で効率的なものではなく、また

生産要素の組み合わせも費用を最小にするような組み合わせを考えない可能性があるか。社会的便益の発生

経路は市場を通じるルートの他に、市場を通さない外部性を伴うルートがある。環境NPOが及ぼす効果は、

この市場を通さないルートも多い。市民参加は大規模な社会や組織では、それ自体非効率的であって、その

意思決定は、専門家の分業による決定が効率的かもしれない。環境NPOのような市民参加による組織は、

民間活力の活用や専門家の能力をノンプロフィット・オーガニゼーションに組織して活用する局面にまで及

んでいる加。

このような特性を持つ:-JPOへの財の配分の理論を考えてみよう。公共経済学における財の配分の理論よ

り、環境NPOへの助成金配分は、限界効用 (MarginalUtility)に関係する次の三つのルール29:で最適化す

ることが可能である。

一番目の助成金配分のルールは、環境NPO問の比較において、適用可能な最も一般的なルールである c

助成支援金額配分は、加重限界効用が均等する点で最適に配分されると考えられるロたとえば、環境NP Ox 

の助成支援金額の限界効用=環境NPOyの助成支援金額の限界効用となる30)C この限界効用の式の示すこ

との意味は、生産性の高いと思われる環境NPOの活動内容の限界効用が高い順に投資することが望ましい

ということである。

二番目の助成金配分のルールは、環境NPOの地域間の配分が、環境l¥POの活動が公共財や準公共財の

維持活動であることから、各地域での公共財投資の限界効用に一致させる点で最適な配分が可能となる。従

って、地域間の比較では、より活発な地域におけるNPOへ投資を増やすことであるc 環境NPOは、第V

章6節の主成分分析による散布図で述べたように、類似したタイプの各府県の活動特性がみられる。環境N



52 創造都市研究第4巻第 1号(通巻5号) 2008年6月

POは、地域と密着した活動が多く、活動分野や内容・活動に注目することや、その地域の歴史や特徴、環

境に関する要件などをもとに、環境に関する情報の収集と整理を行う必要があろう。

三番目の助成金配分のルールは、異時点聞における環境NPOの投資配分が、公共投資の限界効用と時間

選好率が一致する点となる。環境問題改善活動による異時点聞の効用には、複雑性、多様性、多元性などの

特性から、時間的に早く効用が出る活動(例として、美化清掃や騒音・振動・悪臭対策、リサイクル・廃棄

物のような活動)と、効用が現れるのに長い時間がかかる活動(例として、地球温暖化対策の活動や砂漠化

防止、森林の保全・緑化、自然保護)の2つがある。

図8は、公共財の投資(横軸)と時間選好率(縦軸)の組み合わせを表したものである。まずここで、公

共財の投資を考えてみよう。本論文は環境NPOが投入する財の一つ(準公共財)を中心に考えている。そ

れに対して、時間選好率とは、現在の消費と将来の消費の価値の配分を決定する要因である D たとえば、時

間選好率が10%であれば現在の100円と将来の110円が等価値と見倣すものである。ょうするに、時間選好率

が大きくなればなるほど、現在価値が高くなることを意味している。

環
境
N
P
O活
動
テ

l
マ

の
限
界
効
用

時間→D1

選僻¥ん

Q1 Q2 色 Q3

NPOへの
投資財

図8 異時点聞の助成金配分
出典.弁綴利宏『公共経済学』の図表を多考に作成

つぎに、図8の右下がりの曲線は、環境NPO財の限界効用を示している。右下がりの理由は、同じ財の

投入による限界効用を示している。(限界効用逓減の法則を認めている。)では、この図8を使って、簡単に、

シュミレーションをしてみよう D

環境NPOのρ1 (時間選好率の値が大きい時)と、限界効用曲線Iとの交点はElとなる。その時の環境

NPO財の投資はQJとなる。一方、社会の環境意識は大きく変化している。地球環境問題のマスコミの報道

や研究者の発表により、多くの人々が地球環境に対して大きな懸念を感じ始めている。しかも日本圏内的に

みれば生活水準も高くなり成熟社会となっている。このような時代においては、現在の消費を少し控えてで

も、後の世代の豊かさをより大きく評価する方向へ向かうことが考えられる。そこで plから ρへ移行した

としよう。あわせて、公共財の投入最は、 QlからQ2となる。 ρ2と限界効用tltlin泉Iとの交点は、このときE2

となる。

環境NPOを支援する助成財団の支援によって、環境NPOの限界効用曲線は、上方にシフトすると考え

る。すると、限界効用1111線Hとp2の交点はE3となり、公共財の投入量はQ:lとなる。これから分かることは、

現在の人々が地球環境問題に対して危機感をより強くなればなるほど、この問題に取り組む環境NPO財を

必要とするだろう c と同時に、助成財団の役割は、環境NPOのパフォーマンスを高めることである。限界

効用が高まり市民の時間選好率を低下させることができれば、環境NPO財の投資量が増えることが分かっ

たのである。

このように、上記3つの環境NPOへの助成金配分のルールが明らかとなった。
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2.助成金配分の加重限界効用均等の法則による比較

具体的に助成金配分の加重限界効用均等の法則による比較をみていこう。第V章4節の実態調査「活動の

分野」についての分析から、活動の分野は次の 4グループ、①“自然環境保全・緑化"、②“まちづくり・

GC"、③“地球温暖化対策"、④“公害対策"から、どのグループ分野に選択を支援するのかを考えるo

民間助成財団の環境NPOへの最適な投資を導くための理論を、加重限界効用均等の法則のから考察し比

較をおこなう D 環境NPO.は“地球温暖化対策"、環境NP 02は“まちづくり・ GC"の2つで比較してみ

るD

図9は、縦軸に環境NPO.限界効用と環境NP02限界効用、横軸に助成支援金額をそれぞれあらわして

いる。総助成支援金額が多くなるほど限界効用は逓減する。助成支援金額の大きさは限界効用曲線(加重さ

れた生産要素の価格で割った限界効用であり、要するに 1円当たりの限界効用を考えている)の下方の面積

であらわされる。環境NPO.と環境NP 02の効用がもっとも大きくなるためには、 2つの限界効用曲線の

交点で投資が決定される必要がある口環境NPO.の限界効用曲線が上方だとすると、環境NP 02の限界効

用曲線との接点の位置が、助成支援金額の配分点となるD つまり、限界効用曲線の比較により、助成支援金

額の配分をどのようにすればよいかのルールとなる。環境NPO.“地球温暖化対策"と、環境NP 02“ま

ちづくり・ GC"を比較して、その難易度、影響の大きさを比べ、環境NPO.“地球温暖化対策"の限界効

用曲線を高く評価したのが、図 9である。環境NP01は“地球温暖化対策"のための活動でその特徴は、

活動の難しさ(プラス要因)や活動効果の見えにくさ(マイナス要因)であり、環境NP 02は“まちづく

り・ GC"活動その特徴は、活動の易しさ(マイナス要因)や活動効果の明確さ(プラス要因)であるD

境
町
地
疎
温
暖
化
対
策

環

M

の
限
界
効
用
を
あ
ら
わ
す

環境

Q傘ーー. Q' 

NPO.への投資財 NP02への投資財

図9 環境NP 0 i活動の分野Jから加重限界効用均等の法則による比較

ここでは仮に環境NP01が環境NP 02と比較して、限界効用が高いとした。助成財団は助成金の配分比

率を調査結果の活動の重要性や難しさ、活動効果の明確さなどを評価点とする。この2つの活動テーマで、

たとえば、環境NPO.を7割支援し、環境NP 02を3割としたとき、同一配分のQ*に比べ、財の投資配分

がQ'のポイン卜へ最適化したことを示している D つまり、環境NPO.の生産性が上がると判断をしたとき、

助成財団によるその支援財は、均等のQ本からQ'へとなる。敷桁すると、限界効用逓減の法則は、財の消費

が増加すればするほど、その効用の追加あたりの効用は逓減する D

民間助成財団の投資効果に関して、たとえば、大きな民間助成財団xがNP Oaへ1億円の支援金を出し、

その結果のNP O.限界効用が 1千万円であり、小さな民間助成財団yがNP Ohへ100万円の支援金を出し、

その結果のNP Oa限界効用が20万円であったとする。加重限界効用均等の法則により、結果、小さな民間

助成財団yがNPObへの投資(支援)効果が2倍高いことになり、より支援を強化すべきことになる。
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3.助成支援先の選択基準の課題

これまで述べてきたように、民1111助成財団は最良の助成先を選ぶことは簡単ではな ¥'¥0 環境NPOが取り

組む環境問題の特性に難しさがあることが大きな要因である c その特性は、ある特定の地域や国に限定され

たものではなく、多くの国や地球全体に及ぶ!日j題でもある口だれが加害者であって、 ilfiiが被害者であるとい

う、明確な関係を成立させることが非常に難し ¥'¥0 問題が代々の生活に顕著な影響を示すには、大変長い期

間を要し、公害問題のように問題がいったん顕在化すると、}J1(状回復が非常に困難である。地球温暖化問題

は、そのIIIJ)也の大きさや、影響の広さ・深さと進行のスピードなど、多くの問題が相互に複雑な関係性を有

している。また、第V章1節で述べように、環境I¥POの弱小規模団体や小規模団体への支援は大きな育成

課題であ})、これらの団体の成長や拡がりなくして、環境l'JPO全体の成長期待は薄れてしまうだろう c

さらに、環境i¥POの活動範聞が多岐にわたる多様性や、地球温暖化対策のように活動の成果が見えにく

く、時間選好率の活動成果が現れるまでのタイムラグや多而性、さらには地域性などをどのように捉えるの

か、などの点がある。以上の不時実性下において、環境I¥POへの支援戦略は、環境問題のどの分野に焦点

を合わせるのか、重要性をどの械に判定するのか、何故その分野なのか、更に、取組みテーマの事業計画の

視点に合わせ、実行性、自立性、公IJfJtl:、社会への貢献度、活動の継続性、発展性、参加者の拡がり、組織

の案件tWj色能力、活動地域性なども加味して、総合的かつ立体的に審査すべきであろう。
民間助成財団の投資戦略の一つは、特定分野により高い事業成果を出すための、選択と集中を図ることで

ある。まずは、助成財団の支禄戦略は、環境NPOの活動特性をカテゴリー化することである D その支援す

るカテゴリー化された活動課題は、助成財t日の戦略特性に繋がる c マイケル・ポーターは、「助成財団にと

っての成功とは、すべての受け取り同体を一つの集団とみなして、常に平均よりもifれ、成果を出すことであ

る¥1Jと述べている。

最良の助成先を選ぶことが、助成財目|の生産性をifiiめることにつながる c そのために支援した環境NPO

における活動水準の高さが把握されることが必要である D 第町市で述べた、インセンティプとチャージの設

計に I~J わり、アウトプット・アウトカム・インパクト・遂行タイミング評価を行う。環境ì\ POの活動プロ

ジェクトに対する助成を、 1費lそE用使益分析析 (C13A:c∞ostbcncfi刷ila叩na叫lys幻is:九仙i

るだろう D 民間助!成記財団は、支緩先の環境I\ POの事業成果により、 I~I らの助成プU グラム成果を測定する

ことになる 1:; ことが重要であり、つぎのより l~g，\助成プログラムへつながることとなる。

羽.おわりに

多くの環境:t¥POは市民の自発的活動により運営されてL、るむその活動は「善行Ji減私奉公jではなく、

自己実現の世界を広げる活動である。環境NPOは基本的には自主的財源で運営されていることが多い。市

民活動の多くは、今日の社会構造の変化から生れた新しいニーズに対応した公共的役割を果たしており、そ

の活動の社会的意義が認知され、 il，;:要が高まるにつれて、活動維持のための財政上の課題が強く現れてくる口

NPOの特色はその多様性と独:、'!.1~1: ~こあり、その専門性を ifUめつつ、組織としての経済的な自立を図る必要

がある 11'0 一般的に='JPOの収入に占める公的補助の割合は大き1.-¥0 民間寄附による制合は日本では非常に

少なし川l と云われている D このことには様々な理由があるだろうが、環境:¥POへの支援役割として重要

な部分を担う、民1111助成財団の必要性がここでみてとれるの

民IIIJ助成財団の意義と重要性は、フイランソロピーの事業成果の改善により、社会に対し大きな効果をも

たらすことであ!)、その活動が「私的な良心的行動jから、 iJ糾勺的な領域jへと発展する上で先導的役制

を果たすっ民間助成財団には個々の寄付者や政府に比べ、少ない資源をより有効に活用で、きる潜在的な可能

性がある恥。

今同の近畿 2Jff 4県の環境:-JI)()の調査で見えてきたことは、弱小規模団体や小規模同体の多さである口

環境NPOの弱小規模同体や小規模同体は、専用オフ fスを悦えることも厳しい状況であろう。まさに、こ
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のような規模で、活動をしていることが、ボランティア頼みの零細な団体m であることを示している D

弱小規模や小規模のNPOの助成を如何に支援するのか、審査する考え方を十分に考慮しなければならな

L、だろう。弱小規模団体の支援と育成は、助成財団の大きな使命の一つでもあるc 助成財団は市民活動に助

成金を出すことであり、直接利益を得るわけで、はなく、利益は社会全体に還元されるc 助成財団は何となく

良いことをしているというイメージがあり、その活動により被害をこうむることはなく、競争の必要性もな

く、助成財団はその社会的責任を全うしているかどうか評価される機会や批判にさらされることが殆どないc

しかし、助成財団は環境NPOに多大な影響を与える存在でもあるから、その助成方法や助成活動にたいし

て、社会的評価がなされるべきではないだろうか。

より良いコミュニテイ関係づくりを推進していくには、民間助成財団の助成プログラムが効果的であった

かを評価すること、支援した環境NPOのそれぞれの事業活動結果を分析と評価を行うことで、仲介機能を

担う助成財団の中悶支援組織のあり方、支緩機能を担うノウハウを蓄積し活用していくことが期待される。

残された課題の一つは、民間助成財団は支提先の環境NPOの組織の事業成果により、自らの助成プログ

ラムの成果を測定することである。インターミデイアリとしての民間助成財団はNPOや市民による組織を

通してのみ、社会的成果を挙げることができるからである。

最後に、サティシュ・クマール3M!は「自然は体大な教師である c 自然から学ぶことは、自然はそれ自体

で充足しており無駄がなL、。自然から得たものを自然に返す柔軟さを持つことjと、述べている。篤志家の

個人や企業、インターミデイアリの民間助成財団、環境~PO は、それぞれの役割がある。人は自然から借

りたものを自然に返すことを~，~~.哉した "'0
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